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1.  22年8月期の連結業績（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注)平成22年７月22日付で当社連結子会社の株式会社マイティークラフトの全株式を譲渡いたしました。これにより当社には連結子会社がなくなりました
ので、当連結会計年度末においては連結貸借対照表を作成しておりません。よって、平成22年８月期の連結財政状態については、記載しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期 638 △59.3 △426 ― △478 ― △479 ―

21年8月期 1,571 △41.7 △738 ― △775 ― △1,294 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年8月期 △5,374.19 ― ― ― △66.8

21年8月期 △21,391.34 ― △123.6 △51.1 △47.0

（参考） 持分法投資損益 22年8月期  ―百万円 21年8月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期 ― ― ― ―

21年8月期 813 486 59.8 7,952.67

（参考） 自己資本  22年8月期  ―百万円 21年8月期  486百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年8月期 △312 71 177 7
21年8月期 △723 91 271 70

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年8月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

22年8月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

23年8月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  23年8月期の連結業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注)平成22年７月22日付で当社連結子会社の株式会社マイティークラフトの全株式を譲渡いたしました。これにより当社には連結子会社がなくなりました
ので、平成23年８月期は個別のみの業績予想となります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 株式会社マイティークラフト ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年8月期 102,240株 21年8月期 61,519株

② 期末自己株式数 22年8月期 372株 21年8月期 372株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年8月期の個別業績（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期 394 △34.0 △415 ― △464 ― △465 ―

21年8月期 597 △22.1 △552 ― △576 ― △1,309 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年8月期 △5,208.48 ―

21年8月期 △21,641.86 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期 242 159 65.9 1,567.12
21年8月期 683 471 68.9 7,710.68

（参考） 自己資本 22年8月期  159百万円 21年8月期  471百万円

2.  23年8月期の個別業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の
変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

190 △20.2 △105 ― △108 ― △108 ― △1,062.93

通期 500 26.7 △91 ― △96 ― △96 ― △947.87
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(1）経営成績に関する分析 

 ① 当連結会計年度の経営成績 

 当連結会計年度における世界経済は、金融危機による景気後退の中、各国政府による緊急経済対策や金融緩和によ

り一部の地域では改善の兆しが見られたものの、不安定な雇用情勢や設備投資の抑制など、回復力の乏しい状態で推

移しました。 

  また、国内経済は、円高やデフレ傾向の強まりなど、中長期の景気動向は依然として不透明かつ厳しい状況が続い

ております。  

  当社グループを取り巻く環境といたしましては、ソーシャルアプリの市場が急拡大している他、iPadやiPhone、

Android端末等スマートフォンの普及が本格化してきており、モバイルコンテンツ関連市場を取り巻く環境は大きく

変化している中で、サービス提供事業者間の競争激化による差別化のため、より高度なソリューション提供が要請さ

れている状況にあります。 

 このような環境の中、当社グループといたしましては、当連結会計年度におきましては、黒字体質に向けた収益構

造の大規模な転換に取り組むための、徹底したコスト削減による経営合理化策により、販管コストを大幅に削減する

ことができましたが、一方、売上は計画の遅れにより未達となっております。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は638百万円（前年比59.3％減）、経常損失は478百万円（前年度実績は経常損

失775百万円）、当期純損失は479百万円（前年度実績は当期純損失1,294百万円）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（システムソリューション事業） 

システムソリューション事業につきましては、当社グループの主力セグメントであり、当事業につきましては引き

続き、稼働率の向上や効率的な開発体制の構築に取り組んでおります。 

 この結果、当連結会計年度における当事業の売上高は515百万円（前年比52.3％減）、営業利益は110百万円（前年

比52.6％減）となりました。 

  

（プロダクツ事業） 

プロダクツ事業につきましては、第１四半期に開発したハードウェアプロダクトの開発にとどまりました。 

この結果、当連結会計年度における当事業の売上高は66百万円（前年比11.4％減）、営業損失は１百万円（前年度

実績は営業損失47百万円）となりました。 

  

（コンサルティング事業） 

コンサルティング事業につきましては、当社グループのポジショニングを維持していく上で、売上高そのものより

も戦略的に重要なセグメントであるとの認識において展開を行っております。 

この結果、当連結会計年度における当事業の売上高は14百万円（前年比50.6％減）、営業利益は３百万円（前年比

30.1％減）となりました。 

  

（サービス事業） 

サービス事業につきましては、当社の将来的な重要セグメントとなる認識を持っており、テストラボ及びＡＳＰサ

ービスを中心に安定した収益基盤とさせるべく展開を行っております。 

この結果、当連結会計年度における当事業の売上高は41百万円（前年比89.2％減）、営業利益は７百万円（前年度

実績は営業損失180百万円）となりました。 

  

 ② 次期の見通し 

当社は、平成22年７月22日付で連結子会社の全株式を譲渡し、連結子会社がなくなりましたので、次期の見通しに

ついては個別業績予想について記載しております。 

多種多様な業種においてますます携帯電話を利用したサービスが広がりを見せており、当分野においてこれまで培

ってきた当社のシステム開発、ノウハウに対するニーズはより強くなっていくものと考えております。これらに対し

て、不採算事業の整理・統合を含めた当社戦略の再構築、次世代向け開発の実施、内製化と稼働率向上による外注費

カット等、当社全体の開発リソースを効率的に活用することによるコスト管理により、収益構造の転換を図ってまい

ります。 

 当連結会計年度において行った具体的な施策として、 

・平成22年１月１日に、業務執行に対する責任と権限を持つ執行役員制度を導入することにより、経営の意思決定お

よび執行監督機能と、業務執行責任を明確にし、事業構造・収益構造の再構築を図るための経営強化を行いまし

た。 

・平成22年２月19日に、経営合理化の取り組みを行い、退職勧奨により35名の人員削減を行うとともに、開発拠点を

１．経営成績
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本社に集中させることによりコスト削減を行うため札幌支社を閉鎖しました。 

・平成22年７月22日に、経営合理化の一環として不採算事業であった連結子会社の株式会社マイティークラフトを売

却いたしました。 

・平成22年７月27日に新任取締役５名が就任し、平成22年８月10日に代表取締役の異動を行うことにより、経営体質

の改善ならびに強化を図りました。 

 引き続き、次期事業年度においても、より一層の経費削減と、受託開発事業から総合ＩＴソリューション事業への

戦略的な事業展開を図ることにより、黒字体質への転換を目指してまいります。 

 以上により、平成23年８月期の業績見通しにつきましては、売上高500百万円、営業損失91百万円、経常損失96百

万円、当期純損失96百万円を見込んでおります。 

（注）上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を

含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 当社は、平成22年７月22日付で連結子会社の全株式を譲渡し、連結子会社がなくなりましたので、総資産及び純資

産の分析については個別貸借対照表の状況を記載しております。 

 当事業年度末における財政状態につきましては、総資産は242百万円（前年比64.5％減）、純資産は159百万円（前

年比66.1％減）となりました。  

  

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ62百万円減

少し、当連結会計年度末には、７百万円となりました。 

 また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は312百万円(前連結会計年度は723百万円の使用)となりまし

た。 

これは主に売上債権の減少54百万円等の増加要因があったものの、税金等調整前当期純損失473百万円等の要因に

よるものです。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果獲得した資金は71百万円(前連結会計年度は91百万円の獲得)となりまし

た。 

これは主に敷金及び保証金の回収による収入47百万円、無形固定資産の売却による収入28百万円等の増加要因によ

るものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果獲得した資金は177百万円(前連結会計年度は271百万円の獲得)となりまし

た。 

これは主に、長期借入金の返済による支出49百万円の減少等があったものの、株式の発行による収入234百万円の

増加要因によるものであります。 

   

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

（注）１．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用

しております。 

２．営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジを算出しており

ません。 

  平成19年８月期 平成20年８月期 平成21年８月期 平成22年８月期 

自己資本比率（％）  82.2  72.5  59.8  65.9

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 79.6  23.6  133.1  278.4

債務償還年数（年）  －  －  －   －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ  
 －  －  －   －
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３．平成22年８月期の自己資本比率及び時価ベースの自己資本比率は、連結貸借対照表を作成しておりません

ので、個別貸借対照表に基づく数値を記載しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を常に重要課題として考えており、今後ともその認識には変わりはございませ

ん。経営環境の厳しい状態が続いておりますが、当社の収益力、競争力を向上させることにより、早急に企業価値を

高めていくよう努力してまいる所存であります。 

(4）事業等のリスク 

 ① 技術・サービスの変化について  

  当社が展開している携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界は、技術の進捗が著しく、その技術を

利用したサービスも急激に変化しております。 

 このような状況の中、当社の事業領域において、常にトップレベルの技術力を維持するためには継続的な研究開発

が必要となり、これには相当の時間と費用がかかる可能性があります。 

 また、新しい機能を搭載した携帯電話の投入やシステムの変更等は、通信キャリアの事業方針により大きく影響を

受けるものと考えられます。当社はこれらの状況変化に適時に対応してまいりますが、万一対応できなかった場合、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 ② 保守運用業務取引の永続性について 

 当社の行っている事業のうち、保守運用業務につきましては、各々の取引に応じた期間の契約に従って行われてお

ります。通常システム開発事業における、保守運用業務につきましては、取引の永続性が認められるケースが一般的

でありますが、当社の場合一定の期間で終了する契約もしくは、一定期間終了後同期間自動更新等という契約になっ

ており、取引の永続性が保証されているものではありません。 

 このため、何らかの理由により予定していた取引の打ち切り等があった場合、当社の事業戦略及び業績その他に重

要な影響を与える可能性があります。 

 ③ 特定人物への依存について 

 当社の創業者である加来徹也は平成22年２月28日に辞任いたしました。 

しかしながら、平成22年７月27日に新たな取締役５名が就任するとともに、平成22年８月10日には堀口利美が代表

取締役に就任しており、新たな経営体制を構築しております。これにより属人的な要素の軽減はかなり進んでおりま

すが、何らかの理由により堀口利美が業務を執行できない事態となった場合、当社の事業戦略及び業績その他に重要

な影響を与える可能性があります。 

 ④ 人材の獲得について 

 当社が今後成長していくためには、携帯端末向けのシステム技術者、システム提供のための企画、営業担当者及び

拡大する組織に対応するための管理担当者など、各方面での優秀な人材をいかに確保していくかが重要になります。

当社では優秀な人材の確保のために努力を続けておりますが、適切な人材確保及び配置に失敗した場合、当社の業務

に支障が出る可能性があります。 

 ⑤ 法的規制等について 

 現在、当社の事業を推進するうえで、直接的影響を受けるような法的規制はありません。しかし、今後において法

令の適用及び新法令の制定等、当社の事業を規制する法令等が制定された場合、当該規制に対応するため、コストの

増加等により当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 ⑥ 特許権の取得について 

当社は開発したシステムやビジネスモデル等に関して、特許権の対象となる可能性のあるものについては、積極的

にその取得を目指して対応しておりますが、当社のノウハウ等を権利保護した場合においても、他社が類似のノウハ

ウ等について権利取得した場合、当社の事業が制約される可能性があります。 

 ⑦ その他の財産について 

当社は、第三者が保有する知的財産権を侵害することのないように当社及び外部への委託等により調査を行ってお

ります。しかし、これらの調査が十分かつ妥当であるという保証はありません。万一、当社が第三者の知的財産権を

侵害した場合には、当該第三者から損害賠償請求や使用差止請求等の訴えを起こされる可能性があり、これらに対す

る対価の支払等が発生する可能性があります。 

また、当社が所有する知的財産権に関しましても第三者に侵害される可能性があります。こうした場合、当社の業

績に影響を与える可能性があります。 

 ⑧ プログラム不良に関して 

当社の開発したプログラムその他のソフトウェア又はハードウェアに不良箇所が発生した場合、これら自社製品を

使用したサービスの中断・停止やコンテンツ及びユーザーデータの破損等が生じる可能性があります。当社はこれら

自社製品を納品する前に社内において入念なチェックを行っておりますが、このような事態が発生した場合、損害賠

償や信用力の低下等のリスクが想定され、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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 ⑨ システムダウンについて 

当社の事業のうちシステムソリューション事業の一部につきましては、当社のサーバ等を介してサービスの提供を

行っているものがあり、自然災害や事故等により当社のサーバ等が作動不能や停止する可能性があります。 

また、外部からの不正な手段による侵入等の犯罪や当社担当者の過誤等により重要なデータの消失や不正に入手さ

れる可能性があります。 

このような事態が発生した場合、損害賠償や信用力の低下等のリスクが想定され、当社の業績に影響を与える可能

性があります。 

 ⑩ 個人情報の管理について 

当社はシステム開発やその運営保守又はサービス事業の遂行過程において、最終ユーザの個人情報を取り扱う可能

性があります。この点に関しましては、情報セキュリティマネジメントシステムの認証取得を受ける等、社内管理を

徹底しておりますが、万一これらの情報が社外に流出した場合、当社への損害賠償請求や社会的信用の失墜につなが

る恐れがあり、結果として当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 ⑪ 投資について 

当社はビジネス展開を補完することを目的に買収、子会社設立、資本業務提携を進めております。投資の際には事

前にリスクとリターンを評価し実行しておりますが、投資先の事業の状況が当社の業績に与える影響を確実に予測す

るのは困難であり、投資先の事業の進捗状況によっては当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(5）継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、前連結会計年度において738百万円、当連結会計年度において426百万円の大幅な営業損失を計上

し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フローも312百万円と大幅なマイナスとなっており、当連結会計年度末

において各種債務の支払い遅延が発生するなど資金繰りが逼迫していることから、継続企業の前提に関する重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しております。 

当該状況を解消するための施策については、４．連結財務諸表の「継続企業の前提に関する注記」をご参照下さ

い。 
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  当社グループは、連結子会社等は存在せず、当社１社から構成されております。  

 携帯電話を中心とした無線通信環境が大きく変化していく中、当社グループは、無線通信にかかわるコアテクノ

ロジーとサービスプロバイダとを技術的に結びつける上で必要不可欠な存在を目指し、携帯電話向けミドルウェア

を軸に、様々なソリューションの提供を行っております。 

  

  

 当社の連結子会社であった㈱マイティークラフトは、平成22年７月22日に全株式を譲渡したため、連結の範囲から

除外しております。 

   

２．企業集団の状況

事業区分  主な事業内容 会社名  

システムソリューション  

 顧客企業向けに、主に携帯電話を利

用したシステム開発、サーバ構築等ソ

リューションを提供しております。  

当社 

  

プロダクツ  

 当社が蓄積してきたノウハウを、ツ

ールやライブラリ、エンジンといった

形にパッケージし、販売する事業であ

ります。また、ハードウェアの設計、

プロトタイプ製作といった、ハードウ

ェアソリューションにも取り組んでお

ります。  

当社 

コンサルティング  

 携帯電話を利用したサービス展開を

検討している顧客企業に向けて、技術

的なアプローチによるコンサルティン

グや実験的なシステム開発を請け負っ

ております。 

当社 

  

  

  

  

サービス  

 携帯電話に特化した広告事業やメデ

ィア配信サービス等を展開しておりま

す。 

  また、携帯電話向けソフトウェアの

検証請負を行っております。 

当社 
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事業系統図は次のとおりであります。 

［事業系統図］ 
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(1）会社の経営の基本方針 

  当社の主なビジネスドメインである携帯電話向けソフトウェア及びシステム開発分野に関しましては、日本が世界

に先駆けて進んでいる数少ない分野のひとつであると認識しております。当分野におきましてはその技術の進化が著

しく、新たな技術によって高機能化する携帯電話をベースに新たなサービスが次々と誕生している状況にあります。

そのような中、当社は「日本発世界」を基本理念の中心に捉え、先進的な研究開発と収益の中心であるシステム開

発及びシステム運用並びにエンドユーザー向けサービスについて、それぞれをバランスよく構築することにより、そ

れぞれがポジティブなフィードバックを与え合うような環境づくりを心がけております。 

今後ともこれらを推進していくことにより、次世代の技術と潜在的な顧客ニーズを結びつけ市場を開拓していくと

いう当社独自のポジショニングを維持していくことができるものと確信しております。 

  

(2）目標とする経営指標 

当社は、当業界において常に先進的なポジショニングを維持し続けることが重要であると認識しており、現状にお

ける収益力を勘案しながら、当該ポジショニングを実現するための研究開発及びそこから収益を生み出すための体制

作りを順次進めております。 

当社としましては、これらのバランスを適正に保つために従業員一人当たり売上総利益額15百万円を中期的な基準

として定め、適切な人員配置、プロジェクト管理の徹底などによりその確保に努めております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は今後の事業展開に関しまして、多機能化する携帯電話関連のテクノロジーと多様なサービスを効果的に結び

つけることにより、いかに安定した収益を確保していくかが重要であると考えております。これまでに構築してきま

したアライアンス関係をベースにエンドユーザーに向けたサービスを実現するためのシステム提供を行うことによ

り、総合ＩＴソリューションカンパニーとして効率的かつ安定的な収益確保の仕組み構築を目指しております。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

携帯電話を利用したビジネスの裾野は広がりを見せ、当社にとって事業展開の幅がより広がってきているといえま

すが、一方で新規参入も増加し、将来的には他社との競合が激化していく可能性もあります。 

 このような環境の中、当社では対処すべき課題として以下のことに取り組んでおります。 

①人的資産の強化 

当業界内において、当社独自のポジショニングを継続して保ち続ける為には、技術者を中心とする人的資産の強化

が必要であると考えております。そのためには、常に技術的に魅力ある開発に携われるような環境を用意することに

より、優秀な人材を惹きつけられる存在であり続けることが重要であると考えております。 

②当社と補完しあえる他社との協業   

携帯電話の高機能化が進む中で、当社が保有する技術を他社と相互に補完しあうことにより、ビジネスの可能性が

広がるような協業を今後とも模索していく方針であります。 

③収益源の多様化   

当社設立以来培ってきた技術やノウハウを本格的に収益へと結びつけていくためには、従来からのシステム開発、

運用業務にとどまらず、直接最終ユーザーにアプローチする形でのサービス事業の展開が不可欠であると考えており

ます。収益源、収入形態を多様化する意味においても、従来の受託開発から総合ＩＴソリューションカンパニーとし

て当社の技術力を生かせるようなサービス事業の展開を模索していく方針であります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年８月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 70,403

受取手形及び売掛金 173,145

仕掛品 29,615

繰延税金資産 6,735

その他 124,398

貸倒引当金 △48,973

流動資産合計 355,324

固定資産  

有形固定資産  

建物 25,156

減価償却累計額 △7,164

建物（純額） 17,992

工具、器具及び備品 39,803

減価償却累計額 △32,785

工具、器具及び備品（純額） 7,018

その他 3,569

減価償却累計額 △496

その他（純額） 3,073

有形固定資産合計 28,084

無形固定資産  

のれん 12,989

その他 29,743

無形固定資産合計 42,733

投資その他の資産  

投資有価証券 ※1  473,339

繰延税金資産 71

敷金及び保証金 63,977

その他 6,402

貸倒引当金 △156,918

投資その他の資産合計 386,873

固定資産合計 457,691

資産合計 813,015

株式会社コネクトテクノロジーズ（3736）平成22年８月期決算短信



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年８月31日) 

負債の部  

流動負債  

買掛金 7,763

1年内返済予定の長期借入金 24,770

未払金 57,959

未払法人税等 15,258

賞与引当金 5,999

その他 42,543

流動負債合計 154,294

固定負債  

長期借入金 96,849

繰延税金負債 73,402

その他 2,187

固定負債合計 172,438

負債合計 326,733

純資産の部  

株主資本  

資本金 3,356,655

資本剰余金 3,625,314

利益剰余金 △6,588,125

自己株式 △14,554

株主資本合計 379,289

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 106,992

為替換算調整勘定 －

評価・換算差額等合計 106,992

新株予約権 －

純資産合計 486,282

負債純資産合計 813,015
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 1,571,070 638,090

売上原価 1,019,241 420,515

売上総利益 551,828 217,575

販売費及び一般管理費 ※1、2  1,290,317 ※1、2  644,037

営業損失（△） △738,488 △426,461

営業外収益   

受取利息 27,246 2,903

受取配当金 1 －

出向負担金収入 － 2,223

解決金収入 1,050 －

物品売却益 － 2,057

その他 1,308 1,894

営業外収益合計 29,606 9,078

営業外費用   

支払利息 2,895 3,933

株式交付費 1,908 1,141

貸倒引当金繰入額 15,183 17,359

支払手数料 46,438 38,411

その他 0 195

営業外費用合計 66,426 61,042

経常損失（△） △775,308 △478,425

特別利益   

固定資産売却益 ※3  7,565 ※3  27,931

投資有価証券売却益 8,498 13,996

関係会社株式売却益 468,981 2,071

貸倒引当金戻入額 4,280 45,446

関係会社事業損失引当金戻入額 2,495 －

新株予約権戻入益 696 －

その他 502 －

特別利益合計 493,020 89,445
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※4  1,489 ※4  258

固定資産除却損 ※5  14,948 ※5  73

減損損失 ※6  53,691 ※6  15,038

投資有価証券評価損 120,486 28,436

関係会社株式売却損 8,815 －

たな卸資産廃棄損 11,956 －

たな卸資産評価損 ※7  117,977 －

特別退職金 3,986 －

事務所移転費用 28,973 －

事務所閉鎖損失 － 6,272

貸倒引当金繰入額 634,115 26,423

関係会社清算損 3,382 －

その他 － 8,205

特別損失合計 999,822 84,708

税金等調整前当期純損失（△） △1,282,111 △473,688

法人税、住民税及び事業税 9,021 7,215

法人税等調整額 2,935 △1,010

法人税等合計 11,957 6,205

当期純損失（△） △1,294,068 △479,893
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,265,869 3,356,655

当期変動額   

新株の発行 90,786 130,047

当期変動額合計 90,786 130,047

当期末残高 3,356,655 3,486,703

資本剰余金   

前期末残高 3,538,388 3,625,314

当期変動額   

新株の発行 86,926 130,047

当期変動額合計 86,926 130,047

当期末残高 3,625,314 3,755,362

利益剰余金   

前期末残高 △5,339,490 △6,588,125

当期変動額   

当期純損失（△） △1,294,068 △479,893

連結範囲の変動 45,433 －

当期変動額合計 △1,248,634 △479,893

当期末残高 △6,588,125 △7,068,019

自己株式   

前期末残高 △14,554 △14,554

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △14,554 △14,554

株主資本合計   

前期末残高 1,450,212 379,289

当期変動額   

当期純損失（△） △1,294,068 △479,893

新株の発行 177,712 260,095

連結範囲の変動 45,433 －

当期変動額合計 △1,070,922 △219,797

当期末残高 379,289 159,492
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 115,086 106,992

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,094 △106,845

当期変動額合計 △8,094 △106,845

当期末残高 106,992 146

為替換算調整勘定   

前期末残高 43,119 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △43,119 －

当期変動額合計 △43,119 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 158,205 106,992

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △51,213 △106,845

当期変動額合計 △51,213 △106,845

当期末残高 106,992 146

新株予約権   

前期末残高 6,234 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,234 －

当期変動額合計 △6,234 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 1,614,652 486,282

当期変動額   

当期純損失（△） △1,294,068 △479,893

新株の発行 177,712 260,095

連結範囲の変動 45,433 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △57,447 △106,845

当期変動額合計 △1,128,370 △326,643

当期末残高 486,282 159,638
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,282,111 △473,688

減価償却費 33,305 17,575

減損損失 53,691 15,038

のれん償却額 7,449 3,247

貸倒引当金の増減額（△は減少） 645,712 6,636

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,212 9,992

事務所移転費用引当金の増減額（△は減少） △17,234 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,190 －

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少) △2,495 －

受取利息及び受取配当金 △27,247 △2,903

支払利息 2,895 3,933

株式交付費 1,908 1,141

固定資産売却損益（△は益） △6,076 △27,673

固定資産除却損 14,948 73

投資有価証券評価損益（△は益） 120,486 28,436

投資有価証券売却損益（△は益） △8,498 △13,996

関係会社株式売却損益（△は益） △460,165 △2,071

新株予約権戻入益 △696 －

たな卸資産廃棄損 11,956 －

たな卸資産評価損 117,977 －

特別退職金 3,986 －

事務所移転費用 28,973 －

関係会社清算損益（△は益） 3,382 －

支払手数料 46,438 38,411

事務所閉鎖損失 － 6,272

その他の特別損益（△は益） － 8,205

売上債権の増減額（△は増加） 12,106 54,566

たな卸資産の増減額（△は増加） 28,911 16,531

仕入債務の増減額（△は減少） △50,871 6,285

未払又は未収消費税等の増減額 5,667 －

その他 30,826 14,299

小計 △691,176 △289,682

利息及び配当金の受取額 1,190 343

利息の支払額 △2,621 △2,049

法人税等の支払額 △19,527 △13,443

法人税等の還付額 585 167

特別退職金の支払額 △3,986 －

事務所移転費用の支払額 △8,162 －

その他 － △7,406

営業活動によるキャッシュ・フロー △723,699 △312,071
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 51,630 18,000

子会社株式の取得による支出 △1,590 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

※2  49,897 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

※3  △11,473 ※3  △5,102

有形固定資産の売却による収入 1,294 39

有形固定資産の取得による支出 △7,756 △12,456

無形固定資産の売却による収入 － 28,571

無形固定資産の取得による支出 △979 △4,700

貸付金の回収による収入 211,000 －

貸付けによる支出 △231,000 －

敷金及び保証金の回収による収入 74,336 47,379

敷金及び保証金の差入による支出 △39,013 －

その他 △4,853 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 91,492 71,730

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － 5,000

長期借入れによる収入 175,000 －

長期借入金の返済による支出 △32,813 △49,931

株式の発行による収入 129,365 234,174

新株予約権付社債の発行による支出 － △11,679

財務活動によるキャッシュ・フロー 271,552 177,563

現金及び現金同等物に係る換算差額 △865 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △361,520 △62,776

現金及び現金同等物の期首残高 431,924 70,403

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  70,403 ※1  7,626
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継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度において 千

円、当連結会計年度において 千円の大幅な営業損

失を計上し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フ

ローも 千円と大幅なマイナスとなっていることか

ら、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しております。 

 当社グループは当該状況を解消するため、当社グルー

プ各社の事業について現状及び今後の可能性を吟味し、

キャッシュ・フローの改善を最優先課題としてグループ

各社について整理、統合等リストラクチャリングを進め

ております。 

 具体的には、不採算事業である連結子会社及び事業の

休止並びに売却による営業キャッシュ・フローの改善、

希望退職の募集及び役員報酬の減額並びに従業員給与の

減額による月額約 千円の人件費の圧縮、本社移転に

よる月額約 千円の圧縮、開発の内製化による外注

費、交際費及び交通費等その他販管費の削減で月額約

千円の圧縮等を進め、経費の削減を図っておりま

す。 

 また、第三者割当増資も進めることによりキャッシ

ュ・フローの大幅改善を図ります。 

 併せて、事業構造の転換にも積極的に取り組んでお

り、非接触ICソリューション事業への戦略的な集中にお

ける営業の強化、また受託開発以外の収益の柱として、

ソフトウエアプロダクトのASP化やOEM提供等、サービス

事業の強化にも取り組んでおり、コスト削減とともに黒

字体質への転換を目指しております。 

 しかし、これらの対応策の一部については、関係者と

の協議を行いながら進めている途中であるため、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

このような重要な不確実性の影響を当連結会計年度の連

結財務諸表には反映しておりません。 

993,408

738,488

723,699

7,000

7,000

10,000

 当社グループは、前連結会計年度において 千

円、当連結会計年度において 千円の大幅な営業損

失を計上し、また当連結会計年度の営業キャッシュ・フ

ローも 千円のマイナスとなっており、当連結会計

年度末において各種債務の支払い遅延が発生するなど資

金繰りが逼迫していることから、継続企業の前提に関す

る重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。 

 当社グループは当該状況を解消するため、当社グルー

プ各社の事業について現状及び今後の可能性を吟味し、

キャッシュ・フローの改善を最優先課題として、黒字体

質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むために、

徹底したコスト削減により、企業収益が確保できる効率

的な体制の構築と改善の実施が必要不可欠であると判断

し、当社グループ戦略の再構築を進めてまいりました。 

 具体的には、経営合理化の実施による札幌支社の閉鎖

により月額約 千円の地代家賃等の削減を、経営合理

化の実施による人件費の圧縮により月額約 千円の

削減を、経営合理化の実施による外注及び顧問等の削減

並びにその他経費の圧縮により月額約 千円の削減を

行う等、収益確保に向けた徹底したコスト削減を行って

おります。 

 また、平成21年12月25日には、第三者割当によりカム

レード匿名組合に対して 千円の新株式発行を行う

とともに、重要な後発事象に記載のとおり、平成22年９

月24日には、Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッ

ジ・ファンド）及びBrillance Multi Strategy Fund（ブ

リランス・マルチ・ストラテジー・ファンド）を割当先

とする第２回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行

し、総額 千円の払い込みがなされたことにより、

キャッシュ・フローの改善を図っております。 

併せて、組織構造の転換にも積極的に取り組んでお

り、業務執行に対する責任と権限を持つ執行役員制度を

導入することにより、経営の意思決定及び執行監督機能

と、業務執行責任を明確にすることにより、事業構造の

再構築を図っており、併せて営業力の強化による安定的

な売上高を確保するとともに、新たに就任した代表取締

役のもと、従来の受託開発事業から総合ＩＴソリューシ

ョン事業への戦略的な事業展開を図ることによって、全

社をあげての黒字体質への転換を目指してまいります。 

しかし、これらの対応策のうち、安定的な売上高の確

保は外部環境要因に依存する部分も大きいため、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

このような重要な不確実性の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 

738,488

426,461

312,071

1,000

17,000

4,000

240,000

200,000

株式会社コネクトテクノロジーズ（3736）平成22年８月期決算短信



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  （1）連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

  ㈱マイティークラフト 

 当社の連結子会社であった㈱エス

エス研究所、㈱コネクトリプロ及び

㈱インクルーズは、それぞれ平成21

年２月27日、平成21年３月３日及び

平成21年３月30日に全株式を譲渡し

たため、連結の範囲から除外してお

ります。 

 また、従来連結子会社であった㈱

スタイルエイチは、平成20年12月１

日に連結子会社であった㈱インクル

ーズに吸収合併されております。 

 また、当社の連結子会社であった

Winnow Technologies Inc.は、平成

21年６月30日に清算されたため、連

結の範囲から除外しております。  

 （1）連結子会社の数   ― 社 

当社の連結子会社であった㈱マイ

ティークラフトは、平成22年７月22

日に全株式を譲渡したため、連結の

範囲から除外しております。これに

より、当連結会計年度末における連

結子会社が存在せず、当連結会計年

度は、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書のみを作成してお

ります。 

なお、平成22年５月31日を株式の

みなし売却日として処理しておりま

すので、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書に含まれる㈱マイ

ティークラフトの会計期間は平成21

年９月１日から平成22年５月31日ま

でであります。 

   （2）非連結子会社の名称等 

────── 

 （2）非連結子会社の名称等 

────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

────── ────── 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。  

────── 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

    

 （1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しておりま

す。 

イ 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

 

  

時価のないもの  

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの  

同左 

  

 

  

ロ たな卸資産 

  商品、製品及び原材料 

  移動平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）を採用し

ております。 

ロ たな卸資産 

  商品、製品及び原材料 

同左 

  

 

  

    仕掛品 

  個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用してお

ります。 

    仕掛品 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 （2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。  

主な耐用年数          

    建物        ３～18年 

     工具、器具及び備品 ２～15年 

  イ 有形固定資産（リース資産を除く）

同左 

   ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売可能期間（３年

以内）、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。また、のれんについて

は、毎期均等額を償却しておりま

す。 

 ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

   ハ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、リース取引開始日が平成20

年８月31日以前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。  

 ハ リース資産 

同左  

  ニ 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

ニ 長期前払費用 

同左 

 （3）繰延資産の処理方法 イ 株式交付費 

  支出時に全額費用処理しておりま

す。 

イ 株式交付費 

同左 

  ────── ロ 社債発行費等 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 （4）重要な引当金の計上

基準 

イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

連結子会社では従業員の賞与の支給

に備えるため、支給対象期間を基礎

に当連結会計年度の負担に属する支

給見込額を計上しております。 

―――――― 

  

 （5）重要な収益及び費用

の計上基準 

―――――― 受注制作のソフトウエア開発に係る収益

及び費用の計上基準 

 当連結会計年度に着手した受注制作ソ

フトウエア開発のうち、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる契約については工事進行基

準（ソフトウエア開発の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の契約につい

ては工事完成基準を適用しております。 

  （6）その他の連結財務諸

表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 ５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

―――――― 

  

 ６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

  のれんの償却については、原則として

その投資効果の発現すると見積もられる

期間で償却することとしております。 

―――――― 

  

 ７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

  当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用し、評価基準については、原価法から原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）に変更しております。 

 この変更により当連結会計年度の税金等調整前当期純

損失が117,977千円増加しております。 

―――――― 

  

（たな卸資産の評価方法の変更） 

  従来、商品、製品及び原材料については、主として先

入先出法による原価法を採用しておりましたが、当連結

会計年度より、移動平均法による原価法を採用しており

ます。 

  この変更は、生産が多品種・小ロットであり、在庫量

が多くなったことにより、移動平均法による原価法を用

いたたな卸資産の評価が合理的であるためです。 

  これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響は軽微であります。  

―――――― 

  

（リース取引に関する会計基準の適用） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。 

 これによる当連結会計年度の営業損失、経常損失及び

税金等調整前当期純損失への影響はありません。 

―――――― 
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前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

―――――― 

  

（受注制作ソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基

準等の変更） 

 受注制作ソフトウエア開発に係る収益及び費用の計

上基準については、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計

基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日)を当連結会計年度より適用し、当連

結会計年度に着手した受注制作ソフトウエア開発のう

ち、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる契約については工事進行基準(ソフ

トウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法)を、その

他の契約については工事完成基準を適用しておりま

す。 

 これにより、当連結会計年度の売上高は44,776千円

増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純

損失は、それぞれ13,547千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

(連結貸借対照表) 

  「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日 内閣

府令第50号)が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」、「仕掛

品」、「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

  なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」、「仕掛品」、「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ191,931千円、99,538千円、11,253千円で

あります。 

―――――― 

  

  また、前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払金」は、当連結会計年度

において、負債及び純資産の合計額の100分の５を超え

たため区分掲記しております。 

  なお、前連結会計年度末の「未払金」は、83,440千円

であります。 
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追加情報

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

――――――― （過年度決算の訂正について） 

過年度の決算における投資有価証券の評価及び売上高

の計上方法に修正を要する可能性が発生し、社外調査委

員会にて調査を行いました。この調査報告を受け、当社

の一時会計監査人である堂島監査法人と協議の上、当社

取締役会にて熟慮した結果、企業会計原則における保守

主義原則に基づき、より保守的な会計処理を行うものと

して、過年度決算の訂正を行うことといたしました。 

この結果を受け、平成17年８月期から平成19年８月期

の連結財務諸表の訂正を行うとともに、訂正後の有価証

券報告書及び半期報告書について独立監査人による監査

報告書を受領しております。なお、当該訂正事項が平成

20年８月期以降の連結会計年度の連結財務諸表に与える

影響はありません。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年８月31日） 

※１ 「投資有価証券」の一部を株券消費貸借契約により

貸し出しております。当該貸付有価証券の当連結会計

年度末の連結貸借対照表価額は273,040千円でありま

す。 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

  ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

 は次のとおりであります。 

  ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

 は次のとおりであります。 

役員報酬 千円75,332

給与手当  千円494,935

法定福利費 千円63,297

地代家賃 千円104,829

支払手数料 千円106,117

研究開発費 千円106,202

貸倒引当金繰入額 千円11,364

賞与引当金繰入額 千円4,492

退職給付費用 千円66

のれん償却額 千円7,449

役員報酬 千円42,960

給与手当  千円269,422

法定福利費 千円33,440

地代家賃 千円23,265

支払手数料 千円90,061

研究開発費 千円40,237

貸倒引当金繰入額 千円8,159

賞与引当金繰入額 千円3,154

  ※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、106,202千円

 であります。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、 千円

であります。  

40,237

  ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。   ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 千円1,384

車輌運搬具 千円387

ソフトウエア 千円2,994

その他（無形固定資産） 千円2,800

ソフトウエア 千円27,931

  ※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。   ※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 千円1,489 工具、器具及び備品 千円258

  ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。   ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 千円402

工具、器具及び備品 千円3,108

ソフトウエア 千円3,871

のれん 千円6,050

長期前払費用 千円1,517

工具、器具及び備品 千円73

  ※６．減損損失 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

  

用途 種類 場所  

事業用資産 

(旧本社事務所)  

建物 

工具、器具及

び備品 

東京都新宿区 

事業用資産 

(広告配信システム

事業)  

工具、器具及

び備品 

ソフトウエア 

東京都新宿区 

  ※６．減損損失 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所  

事業用資産 

(著作権等)  

ゲームソフト

著作権等 
東京都豊島区 

事業用資産 

(著作権等)  

テレビ番組著

作権等 
東京都新宿区 

事業用資産 

(プロダクツ事業)

工具、器具及

び備品 
東京都新宿区 
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前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 （減損損失の認識に至った経緯） 

旧本社事務所の固定資産については、事務所移転時

に、資産を除却する予定であったため、当該資産の帳

簿価額全額を減損損失として特別損失に30,231千円計

上しております。 

 また、広告配信システム事業の見直しを行ったこと

により、自社利用ソフトウエア等の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、減損損失として23,460千円を特別

損失に計上しております。 

 （減損損失の認識に至った経緯） 

ゲームソフト著作権等については、他のソフトウエ

アへの転用及び売却を検討したものの、具体的目処が

立たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失として特別損失に 千円計上しておりま

す。 

また、テレビ番組著作権等については、当初投資額

の回収が不可能となったため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、減損損失として 千円を特別損失

に計上しております。 

また、プロダクツ事業の見直しを行ったことによ

り、当該事業に係る資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、減損損失として 千円を特別損失に計上し

ております。 

3,333

10,799

905

 （減損損失の金額） 

種類 金額 

 建物 千円 27,392

 工具、器具及び備品 千円 10,476

 ソフトウエア   千円 15,822

 （減損損失の金額） 

種類 金額 

 ソフトウエア仮勘定 千円 999

 ゲームソフト著作権 千円 2,333

 テレビ番組著作権   千円 10,799

 工具、器具及び備品 千円 905

 （グルーピングの方法） 

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っております。 

 （グルーピングの方法） 

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っております。 

 （回収可能価額の算定方法等） 

旧本社事務所の固定資産については、除却予定であ

ったことから、使用価値を零としております。 

また、広告配信システム事業の自社利用ソフトウエ

ア等については、使用価値として備忘価額を付してお

ります。  

 （回収可能価額の算定方法等） 

使用価値として備忘価額を付しております。  

 ※７．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額であります。 

―――――― 
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前連結会計年度（自平成20年９月１日 至平成21年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）発行済株式の増加は、第三者割当増資(15,740株)及び新株予約権の権利行使(363株)によるものであります。

  

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自平成21年９月１日 至平成22年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）発行済株式の増加は、第三者割当増資(37,771株)及び新株予約権の権利行使(2,950株)によるものであります。

  

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）  45,416  16,103  ―  61,519

合計  45,416  16,103  ―  61,519

自己株式     

普通株式（注）  372.00  ―  ―  372.00

合計  372.00  ―  ―  372.00

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）  61,519  40,721  ―  102,240

合計  61,519  40,721  ―  102,240

自己株式     

普通株式（注）  372.00  ―  ―  372.00

合計  372.00  ―  ―  372.00
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成21年８月31日現在） （平成22年８月31日現在）

現金及び預金勘定  千円 70,403

現金及び現金同等物  千円 70,403

現金及び預金勘定  千円 7,626

現金及び現金同等物  千円 7,626

    

 ※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却により株式会社インクルーズが連結

子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び

負債の内訳並びに売却価額と売却による収入（純

額）は次のとおりであります。 

   （千円）

流動資産  73,211

固定資産  56,241

流動負債  △60,236

固定負債  △400

株式売却損   △8,815

株式の売却価額  60,000

現金及び現金同等物  △10,102

差引：売却による収入  49,897

  ――――――― 
  

 ※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却により株式会社エスエス研究所、株

式会社コネクトリプロが連結子会社でなくなった

ことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに売

却価額と売却による支出（純額）は次のとおりで

あります。 

  

   （千円）

流動資産  276,002

固定資産  24,956

流動負債  △617,680

固定負債  △111,723

新株予約権  △5,537

株式売却益  468,981

株式の取得価額  35,000

現金及び現金同等物  △46,473

差引：売却による支出     △11,473

 ※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却により株式会社マイティークラフト

が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資

産及び負債の内訳並びに売却価額と売却による支

出（純額）は次のとおりであります。 

     

  

  

   （千円）

流動資産  103,388

固定資産  14,187

のれん  9,742

流動負債  △59,918

固定負債  △39,470

株式売却益   2,071

株式の売却価額  30,000

現金及び現金同等物  △35,102

差引：売却による支出  △5,102

 ※４ 重要な非資金取引の内容 

 事務所移転費用のうち18,967千円は、敷金及び

保証金との相殺によるものであります。  

 ※４ 重要な非資金取引の内容 

 投資有価証券102,150千円及びその他の流動資産

45,777千円を長期未収入金に、その他の流動資産

（短期貸付金）30,000千円を投資その他の資産

（長期貸付金）にそれぞれ振替えております。 
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前連結会計年度（自平成20年９月１日 至平成21年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 
  

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

プロダクツ
事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業
（千円） 

サービス事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する
売上高 

 1,080,368  75,543  29,540  385,617  1,571,070  －  1,571,070

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 5,950  －  －  300  6,250  △6,250  －

計  1,086,318  75,543  29,540  385,917  1,577,320  △6,250  1,571,070

営業費用  853,715  122,602  24,261  566,778  1,567,358  742,200  2,309,558

営業利益又は営業損
失（△） 

 232,603  △47,059  5,279  △180,861  9,962  △748,450  △738,488

Ⅱ．資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

                                   

資産  284,800  29,733  6,790  41,295  362,618  450,396  813,015

減価償却費  8,741  4,587  352  17,049  30,731  2,574  33,305

減損損失   7,199  754  665  33,989  42,608  11,083  53,691

資本的支出  11,164  7,071  562  7,803  26,601  3,683 30,284 

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス
テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発
を容易にするユーティリティ・ソフト）やライブラリ
（プログラムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う
際の中心機能）といったソフトウエア、プロダクツとし
て提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売
等 

コンサルティング事業 
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ
ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング
及びシステム開発等 

サービス事業 
エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供、携帯
電話向けソフトウエアの検証請負等 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能 
営業費用の金額 

750,744 当社の管理部門に係る費用であります。 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

 消去又は全社の項目に含めた全社資産
の金額 

 450,396
当社の投資及び運用資金（現金及び預
金）、長期投資資金（投資有価証券）及
び管理部門に係る資産等であります。  
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当連結会計年度（自平成21年９月１日 至平成22年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 
  

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

  

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

プロダクツ
事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業
（千円） 

サービス事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する
売上高 

 515,019  66,873  14,570  41,628  638,090  －  638,090

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 －  －  －  －  －  －  －

計  515,019  66,873  14,570  41,628  638,090  －  638,090

営業費用  404,979  68,034  10,879  34,476  518,370  546,182  1,064,552

営業利益又は営業損
失（△） 

 110,039  △1,160  3,690  7,151  119,720  △546,182  △426,461

Ⅱ．資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

                                   

資産  56,612  10,778  852  10,120  78,364  163,838  242,202

減価償却費  6,523  552  228  3,058  10,363  7,212  17,575

減損損失   8,866  905  403  1,187  11,362  3,676  15,038

資本的支出  993  －  －  －  993  －  993

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス
テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発
を容易にするユーティリティ・ソフト）やライブラリ
（プログラムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う
際の中心機能）といったソフトウエア、プロダクツとし
て提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売
等 

コンサルティング事業 
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ
ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング
及びシステム開発等 

サービス事業 
エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供、携帯
電話向けソフトウエアの検証請負等 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能 
営業費用の金額 

546,182 当社の管理部門に係る費用であります。 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

 消去又は全社の項目に含めた全社資産
の金額 

 163,838
当社の投資及び運用資金（現金及び預
金）、長期投資資金（投資有価証券）及
び管理部門に係る資産等であります。  
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５．会計処理方法の変更 

受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準等の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、受注制作ソフトウエア開発

に係る収益及び費用の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手した受

注制作ソフトウエア開発のうち、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

については工事進行基準(ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の契約については工

事完成基準を適用しております。  

 これにより、当連結会計年度のシステムソリューション事業の売上高は44,776千円増加し、営業損失は

13,547千円減少しております。   

前連結会計年度（自平成20年９月１日 至平成21年８月31日） 

 当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自平成21年９月１日 至平成22年８月31日） 

 当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

前連結会計年度（自平成20年９月１日 至平成21年８月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自平成21年９月１日 至平成22年８月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

１株当たり純資産額 円7,952.67

１株当たり当期純損失金額 円21,391.34

１株当たり純資産額 円－

１株当たり当期純損失金額 円5,374.19

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 また、１株当たり純資産額については、連結貸借対照表

を作成していないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

１株当たり当期純損失金額     

 当期純損失（千円）  1,294,068  479,893

 普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

 普通株式に係る当期純損失（千円）  1,294,068  479,893

 期中平均株式数（株）  60,495  89,296

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類（目的となる株式

の数1,749株） 

新株予約権２種類（目的となる株式

の数 株） 1,336
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リース取引関係、関連当事者情報、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、スト

ックオプション等取引関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略いたします。   

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 (第４回新株予約権の発行) 

当社は、平成21年10月15日開催の取締役会において、下

記のとおり第三者割当による第４回新株予約権（行使価額

修正条項付新株予約権）を発行する決議を行いました。 

① 発行新株予約権数              50個

② 発行価額   新株予約権１個当たり      24,686円

③  発行価額の総額            1,234,300円

④  当該発行による潜在株式数 

     当該行使価額12,002円における潜在株式数 20,800株

⑤ 資金調達の額（新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額） 

        251,234,300円（差引手取概算額232,734,300円）

      （内訳）新株予約権発行分         1,234,300円

              新株予約権行使分         250,000,000円

⑥ 行使価額及び行使価額の修正条件 

      当初の行使価額12,002円における潜在株式数     20,800株 

      行使価額上限値24,004円における潜在株式数     10,400株 

      行使価額下限値6,001円における潜在株式数     41,650株

⑦ 発行期日                 平成21年11月２日

⑧ 行使期間    平成21年11月５日から平成23年11月５日

⑨ 割当先 

     Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッジ・ファンド） 

⑩ その他          譲渡制限条項及び行使制限条項あり

  

 なお、当該新株予約権の発行につきまして、平成21年11

月２日に予定どおり、発行価額全額(1,234,300円)の払込

みが完了致しました。 

  

(第４回新株予約権の行使) 

 平成21年11月２日付にて、Brillance Hedge Fundに対し

て割当いたしました第４回新株予約権につきまして、平成

21年11月５日から平成21年11月25日までの間に、以下のと

おりその一部が行使されました。  

一部行使の概要  

① 新株予約権の名称： 

   株式会社コネクトテクノロジーズ第４回新株予約権

② 行使期間：平成21年11月５日から平成21年11月25日 

③ 行使価額：１株あたり7,418.39円       

④ 行使新株予約権個数：２個 

  (全てBrillance Hedge Fundによる) 

⑤ 交付株式数：1,348株 

⑥ 行使価額総額：10,000,000円 

 (第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行) 

当社は、平成22年９月８日開催の取締役会において、下

記のとおり第三者割当による第２回無担保転換社債型新株

予約権付社債を発行する決議を行いました。 

① 発行期日             平成22年９月24日 

② 新株予約権の総数              40個 

③  社債及び新株予約権の発行価額  

     各本社債の払込金額：5,000,000円 

   （各本社債の金額100円につき100円） 

    各新株予約権の払込金額：払込を要しない  

④  当該発行による潜在株式数 

    当初の転換価額6,878円における潜在株式数  29,040株 

    転換価額上限値13,756円における潜在株式数  14,520株 

    転換価額下限値3,439円における潜在株式数   58,120株 

⑤ 資金調達の額   

    200,000,000円（差引手取概算額187,260,000円）

⑥ 行使価額又は転換価額及びその修正条件 

  転換価額は当初 6,878円とする。転換価額は、毎週金曜日の株価

終値の90%に相当する金額に修正される（毎週金曜日の翌営業日か

ら修正後の転換価額が適用される）。なお、転換価額の修正範囲は

その上限を当初転換価額の200%までの13,756円とし、下限を当初転

換価額の50%までの3,439円とする。 

⑦ 募集又は割当方法    第三者割当により割当てる

⑧ 割当先 

  Brillance Hedge Fund(ブリランス・ヘッジ・ファンド)： 

１億円(20個) 

   Brillance Multi Strategy Fund(ブリランス・マルチ・ス

トラテジー・ファンド)：１億円(20個) 

⑨ その他                   譲渡制限条項あり

 なお、当該無担保転換社債型新株予約権付社債の発行に

つきまして、平成22年９月24日に予定どおり、発行価額全

額(200,000,000円)の払込みが完了致しました。 

  

(第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の行使) 

 平成22年９月24日付にて、Brillance Hedge Fund(ブリラ

ンス・ヘッジ・ファンド)ならびにBrillance Multi Strategy 

Fund(ブリランス・マルチ・ストラテジー・ファンド)に対して割

当いたしました第２回無担保転換社債型新株予約権付社債

につきまして、平成22年９月24日から平成22年９月30日ま

での間に、以下のとおりその一部が行使されました。  

一部行使の概要  

① 担保転換社債型新株予約権付社債の名称： 

 株式会社コネクトテクノロジーズ第２回無担保転換社債

型新株予約権付社債  

② 行使期間：平成22年９月24日から平成22年９月30日 

③ 行使価額：１株あたり5,499円      

④ 行使新株予約権個数：２個 

  (全てBrillance Hedge Fundによる) 

⑤  交付株式数：1,818株 

⑥  行使額面総額：10,000,000円 

（開示の省略）

株式会社コネクトテクノロジーズ（3736）平成22年８月期決算短信



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年８月31日) 

当事業年度 
(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 43,801 7,626

売掛金 83,520 49,050

仕掛品 19,128 8,070

前払費用 18,133 5,176

短期貸付金 30,000 －

未収入金 25,125 －

未収収益 26,739 －

その他 22,319 1,722

貸倒引当金 △40,752 △618

流動資産合計 228,017 71,028

固定資産   

有形固定資産   

建物 16,638 13,708

減価償却累計額 △3,578 △7,694

建物（純額） 13,059 6,013

工具、器具及び備品 36,231 31,159

減価償却累計額 △29,800 △28,309

工具、器具及び備品（純額） 6,431 2,849

有形固定資産合計 19,491 8,863

無形固定資産   

ソフトウエア 13,057 6,681

その他 12,290 290

無形固定資産合計 25,348 6,971

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  473,339 141,102

関係会社株式 31,200 －

長期貸付金 － 30,000

敷金及び保証金 58,358 9,339

長期未収入金 － ※2  146,877

その他 3,670 2,220

貸倒引当金 △155,490 △174,201

投資その他の資産合計 411,078 155,338

固定資産合計 455,918 171,173

資産合計 683,935 242,202
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年８月31日) 

当事業年度 
(平成22年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,331 10,669

役員からの短期借入金 － 5,000

1年内返済予定の長期借入金 5,004 5,004

未払金 55,954 26,948

未払法人税等 12,343 12,305

前受金 12,648 5,399

預り金 3,992 －

その他 192 7,583

流動負債合計 94,468 72,912

固定負債   

長期借入金 44,579 9,551

繰延税金負債 73,402 100

固定負債合計 117,981 9,651

負債合計 212,450 82,563

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,356,655 3,486,703

資本剰余金   

資本準備金 3,622,480 3,752,528

その他資本剰余金 2,833 2,833

資本剰余金合計 3,625,314 3,755,362

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △6,602,922 △7,068,019

利益剰余金合計 △6,602,922 △7,068,019

自己株式 △14,554 △14,554

株主資本合計 364,492 159,492

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 106,992 146

評価・換算差額等合計 106,992 146

純資産合計 471,484 159,638

負債純資産合計 683,935 242,202
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 597,688 394,547

売上原価 391,575 260,145

売上総利益 206,112 134,401

販売費及び一般管理費 ※1、2  758,382 ※1、2  549,812

営業損失（△） △552,269 △415,411

営業外収益   

受取利息 ※3  35,866 26

有価証券利息 3,661 2,869

出向負担金収入 － ※3  4,564

設備負担金 ※3  881 －

物品売却益 － 2,057

その他 383 983

営業外収益合計 40,792 10,501

営業外費用   

支払利息 187 2,748

賃貸収入原価 866 －

株式交付費 1,908 1,141

貸倒引当金繰入額 15,183 17,359

支払手数料 46,438 38,411

その他 34 162

営業外費用合計 64,619 59,823

経常損失（△） △576,096 △464,733

特別利益   

固定資産売却益 － ※4  27,931

投資有価証券売却益 8,498 13,996

関係会社株式売却益 95,000 －

貸倒引当金戻入額 － 44,857

関係会社事業損失引当金戻入額 18,391 －

特別利益合計 121,889 86,785

特別損失   

固定資産売却損 － ※5  258

固定資産除却損 ※6  1,669 ※6  73

減損損失 ※7  53,691 ※7  11,705

投資有価証券評価損 120,486 28,436

関係会社株式評価損 1,590 －

関係会社株式売却損 － 1,200

特別退職金 3,428 －

事務所移転費用 28,973 －

事務所閉鎖損失 － 6,272

貸倒引当金繰入額 639,840 26,423

関係会社清算損 327 －

その他 － 8,205

特別損失合計 850,007 82,575

税引前当期純損失（△） △1,304,214 △460,523

法人税、住民税及び事業税 5,010 4,572
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

法人税等合計 5,010 4,572

当期純損失（△） △1,309,224 △465,096
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 （注） 

売上原価明細書

    
前事業年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 材料費    11,487  2.3  8,613  3.0

Ⅱ 労務費    213,804  43.1  125,518  44.1

Ⅲ 経費 ※１  270,863  54.6  150,815  52.9

当期総製造費用    496,154  100.0  284,946  100.0

期首仕掛品たな卸高    11,920  19,128

合計    508,075  304,075

期末仕掛品たな卸高     19,128  8,070

他勘定振替高 ※２  97,371  35,859

当期売上原価    391,575  260,145

     

  原価計算方法 原価計算方法 

  

 原価計算の方法は、プロジェクト別

の個別原価計算による実際原価計算を

採用しております。 

同左 

  

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  外注加工費                       112,620千円 

    賃借料                            50,261千円 

 地代家賃                          30,742千円 

   支払手数料                        27,154千円  

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

外注加工費 千円84,044

賃借料 千円16,467

通信費 千円9,600

支払手数料 千円9,150

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  研究開発費                        91,708千円 

  販売促進費                         5,662千円 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

研究開発費 千円35,655

販売促進費 千円204
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,265,869 3,356,655

当期変動額   

新株の発行 90,786 130,047

当期変動額合計 90,786 130,047

当期末残高 3,356,655 3,486,703

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,535,554 3,622,480

当期変動額   

新株の発行 86,926 130,047

当期変動額合計 86,926 130,047

当期末残高 3,622,480 3,752,528

その他資本剰余金   

前期末残高 2,833 2,833

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,833 2,833

資本剰余金合計   

前期末残高 3,538,388 3,625,314

当期変動額   

新株の発行 86,926 130,047

当期変動額合計 86,926 130,047

当期末残高 3,625,314 3,755,362

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △5,293,698 △6,602,922

当期変動額   

当期純損失（△） △1,309,224 △465,096

当期変動額合計 △1,309,224 △465,096

当期末残高 △6,602,922 △7,068,019

自己株式   

前期末残高 △14,554 △14,554

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △14,554 △14,554

株主資本合計   

前期末残高 1,496,004 364,492
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当期変動額   

当期純損失（△） △1,309,224 △465,096

新株の発行 177,712 260,095

当期変動額合計 △1,131,512 △205,000

当期末残高 364,492 159,492

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 115,086 106,992

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,094 △106,845

当期変動額合計 △8,094 △106,845

当期末残高 106,992 146

純資産合計   

前期末残高 1,611,091 471,484

当期変動額   

当期純損失（△） △1,309,224 △465,096

新株の発行 177,712 260,095

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,094 △106,845

当期変動額合計 △1,139,606 △311,845

当期末残高 471,484 159,638
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継続企業の前提に関する注記

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

 当社は、前事業年度において 千円、当事業年度

において 千円の大幅な営業損失を計上し、また当

事業年度の連結ベースの営業キャッシュ・フローも

千円と大幅なマイナスとなっていることから、継

続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状

況が存在しております。 

 当社は当該状況を解消するため、当社の各事業につい

て現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フロー

の改善を最優先課題として、子会社へのキャッシュアウ

トを抑えるべくグループ各社について整理、統合等リス

トラクチャリングを進めております。 

 具体的には、不採算事業である連結子会社及び事業の

休止並びに売却による営業キャッシュ・フローの改善、

希望退職の募集及び役員報酬の減額並びに従業員給与の

減額による月額約 千円の人件費の圧縮、本社移転に

よる月額約 千円の圧縮、開発の内製化による外注

費、交際費及び交通費等その他販管費の削減で月額約

千円の圧縮等を進め、経費の削減を図っておりま

す。 

 また、第三者割当増資も進めることによりキャッシ

ュ・フローの大幅改善を図ります。 

 併せて、事業構造の転換にも積極的に取り組んでお

り、非接触ICソリューション事業への戦略的な集中にお

ける営業の強化、また受託開発以外の収益の柱として、

ソフトウエアプロダクトのASP化やOEM提供等、サービス

事業の強化にも取り組んでおり、コスト削減とともに黒

字体質への転換を目指しております。 

 しかし、これらの対応策の一部については、関係者と

の協議を行いながら進めている途中であるため、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成しており、この

ような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映してお

りません。 

612,500

552,269

723,699

7,000

7,000

10,000

当社は、前事業年度において 千円、当事業年度

において 千円の大幅な営業損失を計上し、また当

事業年度末において各種債務の支払い遅延が発生するな

ど資金繰りが逼迫していることから、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

ります。 

当社は当該状況を解消するため、当社の事業について

現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの

改善を最優先課題として、黒字体質に向けた収益構造の

大規模な転換に取り組むために、徹底したコスト削減に

より、企業収益が確保できる効率的な体制の構築と改善

の実施が必要不可欠であると判断し、当社戦略の再構築

を進めてまいりました。 

具体的には、経営合理化の実施による札幌支社の閉鎖

により月額約 千円の地代家賃等の削減を、経営合理

化の実施による人件費の圧縮により月額約 千円の

削減を、経営合理化の実施による外注及び顧問等の削減

並びにその他経費の圧縮により月額約 千円の削減を

行う等、収益確保に向けた徹底したコスト削減を行って

おります。 

また、平成21年12月25日には、第三者割当によりカム

レード匿名組合に対して 千円の新株式発行を行う

とともに、重要な後発事象に記載のとおり、平成22年９

月24日には、Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッ

ジ・ファンド）及びBrillance Multi Strategy Fund（ブ

リランス・マルチ・ストラテジー・ファンド）を割当先

とする第２回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行

し、総額 千円の払い込みがなされたことにより、

キャッシュ・フローの改善を図っております。 

併せて、組織構造の転換にも積極的に取り組んでお

り、業務執行に対する責任と権限を持つ執行役員制度を

導入することにより、経営の意思決定及び執行監督機能

と、業務執行責任を明確にすることにより、事業構造の

再構築を図っており、併せて営業力の強化による安定的

な売上高を確保するとともに、新たに就任した代表取締

役のもと、従来の受託開発事業から総合ＩＴソリューシ

ョン事業への戦略的な事業展開を図ることによって、全

社をあげての黒字体質への転換を目指してまいります。 

しかし、これらの対応策のうち、安定的な売上高の確

保は外部環境要因に依存する部分も大きいため、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映して

おりません。 

  

552,269

415,411

1,000

17,000

4,000

240,000

200,000
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重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 （1）有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 （1）有価証券 

────── 

    ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

（1）仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用してお

ります。 

（1）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

主な耐用年数  

建物        ３～15年 

工具、器具及び備品 ４～15年 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  （2）無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売可能期間（３年

以内）、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。また、のれんについて

は、毎期均等額を償却しておりま

す。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  （3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、リース取引開始日が平成20

年８月31日以前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

（3）リース資産 

同左 

  （4）長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

（4）長期前払費用 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

４．繰延資産の処理方法 （1）株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

（1）株式交付費 

同左 

  ────── （2）社債発行費等 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（1）貸倒引当金 

同左 

６．収益及び費用の計上基準 ────── 受注制作のソフトウエア開発に係る収益

及び費用の計上基準 

 当事業年度に着手した受注制作ソフト

ウエア開発契約のうち、当事業年度末に

おける進捗部分について成果の確実性が

認められる契約については工事進行基準

（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の契約について

は工事完成基準を適用しております。 

  

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用

し、評価基準については、原価法から原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価の切下げの方

法）に変更しております。 

これによる当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失への影響はありません。 

────── 

  

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。 

これによる当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失への影響はありません。 

────── 

  

  

  

  

  

（受注制作ソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基

準等の変更） 

受注制作ソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基

準については、従来、工事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当事業年度より適用し、当事業年度から着手した受

注制作ソフトウエア開発のうち、当事業年度末における進

捗部分について成果の確実性が認められる契約については

工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の契約については工事完成基準を適用

しております。 

これにより、当事業年度末の売上高は1,605千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失はそれぞれ

520千円減少しております。 
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表示方法の変更

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

（貸借対照表） 

「未収入金」、「未収収益」は、前事業年度まで流動資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度において、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲

記いたしました。 

なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含めており

ました「未収入金」、「未収収益」は、それぞれ4,366千

円、682千円であります。 

（貸借対照表） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当事業年度末残高1,075千円）、「未収収益」（当事業

年度末残高647千円）は、資産の総額の100分の１以下とな

ったため、流動資産の「その他」に含めて表示することに

いたしました。 

また、前事業年度まで区分掲記しておりました「預り

金」（当事業年度末残高2,026千円）は、負債及び純資産

の総額の100分の１以下となったため、流動負債の「その

他」に含めて表示することにいたしました。 

追加情報

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

――――――― （過年度決算の訂正について） 

過年度の決算における投資有価証券の評価及び売上高

の計上方法に修正を要する可能性が発生し、社外調査委

員会にて調査を行いました。この調査報告を受け、当社

の一時会計監査人である堂島監査法人と協議の上、当社

取締役会にて熟慮した結果、企業会計原則における保守

主義原則に基づき、より保守的な会計処理を行うものと

して、過年度決算の訂正を行うことといたしました。 

この結果を受け、平成17年８月期から平成19年８月期

の財務諸表の訂正を行うとともに、訂正後の有価証券報

告書及び半期報告書について独立監査人による監査報告

書を受領しております。なお、当該訂正事項が平成20年

８月期以降の事業年度の財務諸表に与える影響はありま

せん。 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年８月31日） 

当事業年度 
（平成22年８月31日） 

※１．「投資有価証券」の一部を株券消費貸借契約によ

り貸し出しております。当該貸付有価証券の貸借

対照表価額は273,040千円であります。 

────── 

  

────── 

  

※２. 従来、「投資有価証券」の一部を株券消費貸借契

約により貸し出しておりましたが、返済期限を経過

しても返済されておりません。当該有価証券に関す

る現在継続中の返還請求訴訟において、当該有価証

券が消滅し、金銭債権が発生したのと同様であると

認められる状況になったため、貸付有価証券の取得

価額92,150千円及びそれに係る未収収益22,847千円

を長期未収入金に振替えております。  

────── 

  

 ３. 手形割引高 

    受取手形割引高         千円 6,552
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は8.1％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は91.9％であ

ります。主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は ％であ

ります。主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

9.8

90.2

役員報酬 千円39,169

給与手当  千円275,243

研究開発費 千円91,708

減価償却費 千円6,147

支払手数料 千円94,665

役員報酬 千円32,160

給与手当  千円228,256

研究開発費 千円35,655

支払手数料 千円89,040

※２．一般管理費に含まれる研究開発費    91,708千円 ※２．一般管理費に含まれる研究開発費 千円35,655

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

受取利息  千円12,312

設備負担金 千円881

出向負担金収入 千円2,340

 ――――――  ※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

ソフトウエア  千円27,931

 ――――――  ※５．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品  千円258

 ※６．固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。  ※６．固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

建物 

工具、器具及び備品 

ソフトウエア  

千円

千円

千円

402

16

1,250

 工具、器具及び備品 千円73

 ※７．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所  

事業用資産 

(旧本社事務所)  

 建物 

工具、器具及

び備品 

 東京都新宿区 

事業用資産 

(広告配信システ

ム事業)  

工具、器具及

び備品 

 ソフトウエア 

 東京都新宿区 

 ※７．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所  

事業用資産 

(著作権等)  

テレビ番組著

作権等 
 東京都新宿区 

事業用資産  

(プロダクツ事業)

工具、器具及

び備品 
 東京都新宿区 

  （減損損失の認識に至った経緯） 

 旧本社事務所の固定資産については、事務所移転時に

資産を除却する予定であったため、当該資産の帳簿価額

全額を減損損失として特別損失に30,231千円計上してお

ります。 

 また、広告配信システム事業の見直しを行ったことに

より、自社利用ソフトウエア等の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、減損損失として23,460千円を特別損失に

計上しております。 

  （減損損失の認識に至った経緯） 

 テレビ番組著作権等について、当初投資額の回収が不

可能となったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失として 千円を特別損失に計上してお

ります。 

 また、プロダクツ事業の見直しを行ったことにより、

当該事業に係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失として 千円を特別損失に計上しておりま

す。 

10,799

905
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   自己株式の種類及び総数に関する事項 

 前事業年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日）                 

  

 当事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）                 

  

(1）役員の異動 

開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

前事業年度
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

  （減損損失の金額） 

種類 金額 

建物 

工具、器具及び備品 

ソフトウエア  

千円 

千円 

千円 

27,392

10,476

15,822

  （減損損失の金額） 

種類 金額 

テレビ番組著作権 

工具、器具及び備品 

千円 

千円

10,799

905

 (グルーピングの方法） 

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産の

グルーピングを行っております。 

 (グルーピングの方法） 

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産の

グルーピングを行っております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 旧本社事務所の固定資産については、除却予定であっ

たことから、使用価値を零としております。 

 また、広告配信システム事業の自社利用ソフトウエア

等については、使用価値として備忘価額を付しておりま

す。  

（回収可能価額の算定方法等） 

 使用価値として備忘価額を付しております。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株） 

当事業年度
減少株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

自己株式         

普通株式  372.00  －  －  372.00

合計  372.00  －  －  372.00

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株） 

当事業年度
減少株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

自己株式         

普通株式  372.00  －  －  372.00

合計  372.00  －  －  372.00

６．その他
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